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樋 口 譲 次 

 

〇「プロジェクト 2025」を下敷きにしたトランプ政権の政策 

去る 7日（日本時間 8日）、米ホワイトハウスで開催された日米首脳会談では、これま

での基本的な対中政策が確認・維持された。会談は、カナダやメキシコに対して貿易不均

衡や不法移民問題の解決を迫るため関税圧力を掛ける刺々しいアプローチとは異なり、比

較的融和的な雰囲気の中で行われた。 

それは、トランプ政権が最大かつ真の脅威と考える中国に対抗するため、安全保障・防

衛や経済などの面から日米同盟を強化する必要性があるとの共通認識を反映したものであ

ろう。 

翻って、昨年 11月の米大統領選挙に先立ち、米有力シンクタンクのヘリテージ財団が

主導し、100以上の保守系団体が参加して 2023年４月、「リーダーシップのためのマン

デート」を表題とする 900ページの提言を発表した。それが、米政府再編構想と称され

る「プロジェクト 2025」である。 

ドナルド・トランプ大統領は、この「プロジェクト 2025」から意識的に距離を置いてい

るが、同構想の提言の多くは、トランプ氏が大統領就任直後から、自らの政策を急速に始

動させるため立て続けに発出している大統領令と概ね一致している。「プロジェクト

2025」がトランプ政権の掲げる諸政策の下敷きになっているのは間違いなさそうだ。 

安全保障・国防の面では、中国は「国力の領域全体で米国の利益に対する挑戦を提示し

ているが、それがもたらす軍事的脅威は特に深刻で重大である」とし、「中国を米国の国

防計画の最優先事項として明確に特定しなければならない」と明記している。 

この文脈から、トランプ政権は、中国とロシアとの大国間競争の時代において、特に中

国を最大かつ真の脅威と考え、抑止・対処に最大限の効果を発揮するよう軍事力を強化す

るとともに、同盟国に対し一層の役割分担を求めるのは避けられない流れとなりそうだ。 

 

〇「プロジェクト 2025」の安全保障・防衛政策 

 「プロジェクト 2025」は、第 1次トランプ政権が、執政に際し十分な準備ができてい

なかったという保守陣営の反省から生まれたもので、同提言の目的は政権移行を容易に

し、トランプ政権初期に見られた内紛や法的課題をなくすことであった。この際、「米国

を急進左派の支配から救う」ことをより広義な目標としており、米国政治に一種の保守革

命をもたらすものといえよう。 

「プロジェクト 2025」を下敷きにしたトランプ政権 

その安保・防衛政策は対中国を最優先！ 

 

https://www.bloomberg.co.jp/quote/13411Z:US
https://www.project2025.org/about/advisory-board/
https://www.project2025.org/policy/
https://www.project2025.org/
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/01/the-first-100-hours-historic-action-to-kick-off-americas-golden-age/
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/01/the-first-100-hours-historic-action-to-kick-off-americas-golden-age/
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≪「プロジェクト 2025」の政策提言≫ 

ブルムバーグ（2024年 7月 19日付）によると、「プロジェクト 2025」の政策ガイドに

は以下の提言が盛り込まれている。 

 

・連邦政府職員の解雇を容易にすることなどにより、いわゆる「行政国家」を解体する。

大統領の野心に献身的な政治任用者に属するべき政策決定に対して、連邦政府省庁のキャ

リア官僚が過度の権限を持っているからである。 

・国境に軍隊を派遣することによって、不法入国を減らし、不法移民の強制送還を増や

す。入国管理機関を統合し執行を簡素化し、議会と協力して入国管理官の増員と収容スペ

ースのための予算を増やす。また、強制送還と判断された人々を受け入れない国に制裁を

科す。 

・連邦レベルでの個人所得税制を見直す。高所得者は 30％、それ以外は 15％とする。現

在は７つの税率区分があり、税率は 10％から 37％。大半の控除はなくなる。 

・法人税率を 21％から 18％に引き下げる。 

・教育省を廃止する。 

・米国の石油・ガス開発を奨励するため、規制を緩和し、電気自動車（EV）や再生可能エ

ネルギーの生産に税額控除やその他のインセンティブを提供するインフレ抑制法（IRA）

の撤廃に取り組む。「主要な気候変動警報産業推進力の一つ」と評されている米海洋大気

局（NOAA）を縮小することによって、化石燃料の生産を増大させ、環境問題への関与を

弱める。 

・行政機関の業務や政策から、ダイバーシティー（多様性）・エクイティー（公平性）・

インクルージョン（包摂性）＝DEIへの配慮を排除し、トランスジェンダーの入隊を禁止

する。 

・国防費を増やし、米国の核兵器を強化する。 

・ポルノを規制し、その制作者や販売者を投獄する。 

・人工中絶規制を強化する。 

  

このように、同構想の提言はトランプ氏が選挙運動中に述べた多くの主張と一致してお

り、又、就任直後に連発した大統領令をもって具現化されているのは明らかである。 

では、「国防費を増やし、米国の核兵器を強化する」と記されている安全保障・国防政

策は、今後どのように展開されるのであろうか。 

 

≪トランプ政権の安全保障・国防政策≫ 

「プロジェクト 2025 」には、セクション 2「共同防衛」の項に「国防総省」の欄があ

る。この欄は、クリストファー・ミラー氏によって書かれたものだ。 

ミラー氏は、陸軍特殊部隊の軍歴がある元軍人で、トランプ政権で国家テロ対策センタ

https://static.project2025.org/2025_MandateForLeadership_SECTION-02.pdf
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E5%AE%B6%E3%83%86%E3%83%AD%E5%AF%BE%E7%AD%96%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%BC
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ー所長、国防長官代行を務めた。トランプ大統領がマーク・エスパー国防長官を解任し、

後任にミラー氏を国防長官代行に任命したものである。 

 それによると、国防総省の最優の重点課題の一つに、中国とロシアを想定した「大国間

競争の時代において、最大限の効果を発揮するための軍隊の変革」を挙げ、その上で、

「国防総省の方針」を以下のように述べている。 

■国防総省の方針 

 アメリカ人の安全、自由、繁栄にとって、圧倒的に重大な脅威は中国だ。中国は、米国

自身を除けば、いずれにせよ世界で最も強力な国家である。どうやらアジアを支配し、そ

の地位から世界的に覇権を握ることを目指しているようだ。もし中国政府がこの目標を達

成できれば、「世界で最も重要な市場への米国のアクセス」を制限するなど、米国の核心

的利益を劇的に損なう可能性がある。このような事態を防ぐことは、アメリカの外交・防

衛政策の最優先事項でなければならない。 

  中国政府は、国力の領域全体で米国の利益に対する挑戦を提示しているが、それがもた

らす軍事的脅威は特に深刻で重大である。中国は、自国の地域だけでなく、はるかに離れ

た地域への戦力投射能力の向上や、米国自身の核兵器備蓄に匹敵するか、それを超える核

戦力をもたらす可能性のある核戦力の劇的な拡大を含む、歴史的な軍事力増強に着手して

いる。 

  しかし、北京の軍事がもたらす最も深刻な差し迫った脅威は、西太平洋の第一列島線沿

いの台湾や他の米国の同盟国に対するものである。もし中国が台湾やフィリピン、韓国、

日本などの同盟国を従属させることができれば、北京のアジア覇権を防ぐためのバランス

の取れた連合を分裂させることができる。したがって、米国は中国が成功しないようにし

なければならない。これには、「拒否的防衛（denial defense）」、つまり、台湾や他の

アジアの米国の同盟国の従属をこの上なく困難にする能力が必要である。重要なことは、

米国は、中国と米国にとっての台湾の相対的な重要性を考えると、米国が喜んで負担する

コストとリスクのレベルでこれを実現できなければならないということだ。 

  米国とその同盟国は、ウラジーミル・プーチン大統領のウクライナでの残虐な戦争が証

明しているように、ロシアやイラン、北朝鮮、そして何十年にもわたる大中東での無分別

な軍事作戦、防衛産業基盤の萎縮の影響など、国境を越えたテロリズムからも真の脅威に

直面している。 そして、多くの米国の同盟国による効果的な軍縮は、米国の軍隊に多大な

犠牲を強いている。 

  これは厳しい風景だ。米国はこれらの脅威に率直かつ強力に対処する必要があるが、現

実的であることも必要だ。これらの問題を取り除くことはできない。むしろ、選択、規

律、および防衛のための適切なリソースの必要性について明確な認識を持って彼らに立ち

向かわなければならない。 

 この観点から、米国の国防戦略は、米国の核兵器を近代化・拡大し、効率的かつ効果的

な対テロ事業を維持しながら、中国を米国の国防計画の最優先事項として明確に特定しな

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E5%AE%B6%E3%83%86%E3%83%AD%E5%AF%BE%E7%AD%96%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB%E5%90%88%E8%A1%86%E5%9B%BD%E5%9B%BD%E9%98%B2%E9%95%B7%E5%AE%98
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9E%E3%83%BC%E3%82%AF%E3%83%BB%E3%82%A8%E3%82%B9%E3%83%91%E3%83%BC
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ければならない。米国の同盟国も強化する必要があり、一部の同盟国は米国とともにアジ

アで中国に対抗する一方で、他の同盟国はヨーロッパ、イラン、中東、北朝鮮のロシアか

らの脅威に対処するためにより主導権を握る。現実には、これらの目標を達成するために

は、米国とその同盟国の両方による防衛への支出を増やすとともに、再工業化への積極的

な支援と同盟国の生産能力へのさらなる支援が必要であり、これにより、自由世界の努力

を共に拡大することができる。 

 このように、提言は、中国を最大かつ真の脅威と捉え、中国のアジア覇権を防ぐため、

第一列島線沿いの台湾や日本、フィリピン、韓国などの防衛の重要性を説き、中国の軍事

的冒険が成功しないようにする「拒否的防衛」にコミットする点を強調していることが注

目される。 

 そのために「必要な改革」として、以下の事項を強調している。 

  

■必要な改革 

①中国に対する拒否的防御（denial defense）を優先する。 

米国の国防計画は、中国、特に台湾の効果的な「拒否的防衛」に焦点を当てるべきであ

る。米国の国防活動に対するこの焦点と優先事項は、中国の第一列島線支配を否定するこ

とになる。 

 ―戦力計画から運用、態勢に至るまで、米国のすべての国防努力が、米軍が速度配分のシ

ナリオで優位に立ち、中国が台湾に対して既成事実となるのを防ぐ能力を確保することに

焦点を当てることを要求する。 

―中国の台湾侵攻を撃退するための米国の通常戦力計画構造を優先し、同時に別の紛争を

戦うなどの他の任務に資源を割り当てる。 

 

 ②同盟国の通常戦力の負担分担を増やす。 

米国の同盟国は、通常兵器の防衛に対してはるかに大きな責任を負わなければならな

い。米国の同盟国は、中国に対処するだけでなく、ロシア、イラン、北朝鮮の脅威に対処

する上でも役割を果たす必要がある。 

 ―米国との役割分担を米国の国防戦略の中心に据えること。これは、同盟国が強化するの

を支援するだけでなく、同盟国が強化することを強く奨励する。 

―台湾と日本やオーストラリアなどのアジア太平洋地域の同盟国による集団防衛モデルの

構築のための支出拡大と協力を支援する。 

―NATOを変革し、米国の同盟国がロシアを抑止するために必要な通常戦力の大部分を配

備できるようにしつつ、主に米国の核抑止力に依拠しつつ、他の能力を選択するととも

に、欧州における米軍の態勢を縮小する。 

―アメリカが湾岸諸国のパートナーに、個別に、また集団的に働く自国の沿岸、防空、ミ

サイル防衛に責任を持つ権限を与えると同時に、イスラエルへの支持を維持する。 
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―韓国が北朝鮮に対する通常防衛で主導権を握れるようにする。 

  

③核兵器の近代化と拡大を実施する。 

米国は明らかに、核兵器の近代化、適応、拡大を必要としている。ロシアは膨大な核兵

器を保有し、積極的に振り回しているが、中国も歴史的な核備蓄を拡大している。 

 ―米国の核戦力を拡大し、近代化し、ロシアと中国を同時に抑止するための規模、精密

性、目的・対象性を持つようにする。 

―規模、精密性、目的・対象性を備えた核兵器を開発し、戦域レベルでの新たな能力を含

め、米国が深刻な核の威圧にさらされる状況がないようにする。 

  

④同盟国の対テロリストの負担分担を増やす。 

国境を越えたテロリズムは、アメリカがアジアに軸足を移す中でも、アメリカ人にとっ

て脅威であり続けている。 

―テロリズムを抑止し、防止し、これと闘うために必要な軍事力を維持するが、そのコス

トは、国力やパートナーの努力の他の要素と連携して持続可能なものとなる。 

―同盟国やパートナーがそれぞれの地域におけるテロとの闘いを主導する能力を強化する

ことを優先する。 

 

 現在、台湾では、トランプ政権の台湾防衛へのコミットメントに対する懐疑的見方が増

加傾向にあると伝えられているが、中国の侵攻を許さない台湾の効果的な「拒否的防衛」

に焦点を当てるべきとの明確な見解が示されているのは特に重要である。 

 なお、この提言が、全面的にトランプ政権の安全保障・国防政策に取り入れられるとは

限らないが、「プロジェクト 2025 」の他の多くの提言と同様、大きな影響を及ぼすのは

間違いなかろう。 

 

〇日本への防衛力強化要求は必至 

 日米首脳会談の共同声明によると、両首脳は日米安全保障条約５条の沖縄県・尖閣諸島

への適用を確認した。自衛隊の統合作戦司令部の年度末創設に合わせ、在日米軍司令部を

統合軍司令部に再編・権限強化し、米軍の指揮・統制枠組みを向上させて南西地域での防

衛体制の強化を図ることも申し合わせた。 

 石破茂首相は、2027年度に防衛費と関係費を合わせた安全保障関連費を国内総生産

（GDP）比２％規模とする方針を示し、トランプ大統領も少なくとも 27年までの計画に

は異を唱えない姿勢を示したと理解される。しかし、日本側が「27年度以降も抜本的に防

衛力を強化していく」との方針を示さざるを得なかったのは、米国の日本に対するさらな

る防衛力強化の要求を予期した対応に他ならない。 

トランプ政権下の米国防総省内で、最も影響力を持つであろうと見られるエルブリッ

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGN233TY0T21C24A2000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGN233TY0T21C24A2000000/
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ジ・コルビー政策担当国防次官は、日本の防衛費 GDP比 3%を主張している。待ったなし

である。 

 また、日米豪印の安全保障枠組みである「Quad（クアッド）」や日米韓、日米豪、日

米比といった「多層的で共同歩調のとれた協力」を推進するとした。 

日本や第一列島線防衛における台湾の戦略的重要性を考えるならば、「非政府間の実務

関係」にある台湾であるが、日本のリーダーシップを発揮し政治的決断をもって「日米台

の連携メカニズム」を構築し、日本から韓国、台湾、フィリピン、そしてオーストラリア

へと連なるアジア太平洋地域の同盟国・友好国による、切れ目のない強靭な集団防衛モデ

ルの構築を進めることも重要である。 

さらに、欧州や中東の情勢は、日本の安全保障・防衛に重大な影響を及ぼすことから、

NATOや英国などとの相互安全保障・防衛協力を強化することも大きな課題である。 

 

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGN233TY0T21C24A2000000/

